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エ
ネ
ル
ギ
ー

1. エネルギー消費総量の削減を最重要視する。あらゆるエネルギー利⽤プ
ロセスの⾼効率化、省エネルギーの強化、需給の平準化などに研究開発
努⼒を継続する。

2. クリーンな再⽣可能エネルギーの最⼤導⼊を図る。システム化によるエ
ネルギーミックスにより導⼊を促進する。

3. 安定的かつ経済的な電⼒供給を維持するために、当⾯、⽯炭、天然ガス
の⾼効率クリーン利⽤を進める。

4. 分散型エネルギーシステムを導⼊して、総合効率や危機対策上のメリッ
トなどを⽣み出す。

5. エネルギー・物質資源の多様化により、供給安定性・持続性を確保する。
6. 原⼦⼒は安全性の確保を⼤前提に、エネルギー需給構造の安定性に寄与
する重要なベースロード電源として位置付けるものの、原⼦⼒への依存
度については可能な限り低減する⽅向で現実的なシナリオを検討する。
並⾏して、事故で学んだことを活かし、安全性確⽴のために技術の⾼度
化への努⼒を続ける。

共
通

7. 中⻑期の温暖化ガス排出削減シナリオを再構築し、国際的枠組み構築へ
イニシアチブをとる。

8. 優れたエネルギー・環境関連技術の海外普及に取り組み、世界の格差是
正、温暖化対策に貢献する。

環
境

9. 次世代のために、⼈の健康を含む⽣命の持続性の基盤となる環境への負
荷を限りなく縮⼩するとともに、環境の改善・向上を⽬指す。

10.将来顕在化しうる環境問題を事前に捉え先⼿を打つことにより、環境を
設計・創造していく。

⽇
本

• 基礎・基盤的な研究・技術では諸外国に⽐べて極
めて⾼い。

• ⼀部の分野では研究者の減少が問題。分野間連携
が弱く、新技術創出が遅れがち。

• 応⽤開発では精⼒的な展開を進めているが広く普
及されるものが少ない。

• 要素技術のみならずシステム・パッケージでの海
外展開に向けた取り組みが課題。

⽶
国

• 巧みな研究開発体制のもとで新しい技術の芽を⽣
む⼟壌があり、基礎、応⽤、産業化さらには海外
展開による従来技術の拡⼤まで広く活発な取り組
みがある。

欧
州

• ⼤型プロジェクトの推進など、バランスよく基礎、
応⽤、産業化を進めている。研究者層も厚い。

• 社会的側⾯を取り⼊れた研究開発を実施し実社会
へ適応している。

中
国

• 基礎研究レベルは現状ではそれほど⾼いとは⾔え
ないが、応⽤、産業化と合わせて順調に伸⻑。

• 海外からの技術移転のスピードが速く、国内研究
開発体制も整備、拡充されつつある。

• 環境と経済の両⽴を重視した政策を実施。

韓
国

• 基礎、応⽤、産業化はそれぞれ順調に伸⻑。
• ⽇⽶欧の個別要素技術の取り込みと産業化の能⼒
は⾼く輸出産業にも活かしている。

• 再⽣可能エネルギーのシステム構築は⽇本同様こ
れからだが国の戦略的政策と企業の実⾏⼒は着⽬
すべき。
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分野の範囲と構造 研究開発の国際比較

 分野の定義
資源・環境制約下で持続可能な人間社会を構築していくために必要となる、広範で多様なエネル
ギー供給・利用および人間活動による環境影響に係わる科学技術分野

 俯瞰の視点
３E+S（エネルギー安定供給・経済効率性向上・環境への適合・安全性）の同時克服を基本方針と
して、環境・エネルギー分野を下図のように設定し、「エネルギー供給」「エネルギー利用」「原
子力」「環境」の４区分について俯瞰検討を実施

環境・エネルギー分野の俯瞰図

社会・政策の変遷

我が国のエネルギー供給に求められる主要課題

社会情勢・主な出来事 重視された側⾯
【エネルギー分野】

重視された側⾯
【環境分野】

70s
80s

脱⽯油機運の⾼まり
公害・環境汚染対応の必要性
•公害国会（70年）
•⽯油危機（73・79年）
•原⼦⼒エネルギー促進（電源三法）（74年）
•ｻﾝｼｬｲﾝ計画（74年）・ﾑｰﾝﾗｲﾄ計画（78年）
•省エネ法（79年）・代エネ法（80年）

•エネルギー安全保障
•経済効率性の追求

•公害への対応
•都市・⽣活型環
境汚染への対応

90s 温暖化対策の要請の⾼まり
•地球サミット（92年）
•京都議定書（97年）
•省エネ法改正（98年）

•環境性の追加
•原⼦⼒ｴﾈﾙｷﾞｰの推進
•3Eの同時達成

•地球規模の環境
問題への対応

•国際的取組への
貢献

•循環型社会・持
続可能性の追求

•東⽇本⼤震災か
らの復興

00s 安定供給・効率・環境の同時達成志向の⾼まり
資源価格の⾼騰
•循環型社会形成促進基本法（00年）
•エネルギー政策基本法（02年）
•京都議定書発効（05年）

•電⼒市場の部分⾃由化
•エネルギー安全保障の再
認識

•環境性の再認識

11年
以降

リスク対応を含めた安全性の重視
•東⽇本⼤震災（11年）
•再⽣可能エネルギー固定価格買取制度
（12年）
•エネルギー基本計画（第四次）（14年）

•安全性の追加（3E+S）
•経済再⽣
•東⽇本⼤震災からの復興
•電⼒市場改⾰

研究開発の重要な考え方

分野を取り巻く世界の動向

世界のエネルギー消費量の推移（地域別、一次エネルギー）

一次エネルギー供給構造と自給率の各国比較

BP: Statistical Review of
World Energy 2014を基に
作成

• 世界のエネルギー消費量は増加。特にアジア大洋州の増加が顕著。
OECD諸国の割合は減少。

• 日本のエネルギー自給率は先進諸外国の中でも際立って低い。
2014年時点ではさらに低下。

BP Global (2014)を基に作成
エ ネ ル ギー 自 給率 は Energy Balance of
OECD Countries 2013 (IEA, 2013)より


